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◆農用地利用計画の見直しに係る基本的な考え方 
①一定のまとまり（１０ha）を持つ集団的な連坦農地は、農用地区域として設定する。 
②土地改良事業の実施区域を明確にし、当該区域内農地を農用地区域として設定する。 
③農業上の用途以外への土地利用計画及び事業等を明確にし、その計画等に沿って農用地区域から 
除外する。 

④集落の居住区域内に点在する農地の土地利用計画を明確にし、農用地区域への編入又は除外を行う。 
 
◆除外の５要件について 
１号要件 除外に係る土地を農用地等以外の用途に利用することが、必要かつ適当であって、農用地 

区域以外に代替する土地がないこと。 
２号要件 農用地の集団化、農作業の効率化その他農業上の効率的・総合的な利用に支障を及ぼす 
     おそれがないこと。 
３号要件 効率的・安定的な農業経営を営む担い手に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれ 

がないこと。 
４号要件 農用地等の保全又は利用上必要な施設の機能に支障を及ぼすおそれがないこと。 
５号要件 土地改良事業等の工事が完了した年度の翌年度から８年が経過していること。 
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⑧ 

計画の管理方法 

特別管理 

 
５年ごとに実施する基礎調査の

結果や社会経済情勢の変動など

を踏まえ、必要な場合には全面

的な変更（見直し）を行う。 

一般管理 
 
農家住宅、公共事業など急を要す

るもの及び農地から農業用施設

用地への用途変更に限っては、年

２回程度の変更を行うことがで

きる。 

原則 


